
第９章 住宅用火災警報器設置状況について 
 

１．住宅用火災警報器の設置義務の認知度（問40） 

住宅用火災警報器の設置義務の認知度についてたずねたところ、「知っていた」は

“①新築住宅には住宅用火災警報器を設置しなければならないこと”が81.8％、“②

昔に建てられた住宅にも住宅用火災警報器を設置しなければならなかったこと”が

70.8％となっている。 

 

図表９－１ 住宅用火災警報器の設置義務の認知度（単純回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

認知度（「知っていた」）を年齢別にみると、“①新築住宅には住宅用火災警報器を

設置しなければならないこと”では「40歳代」が88.0％で最も高く、“②昔に建てら

れた住宅にも住宅用火災警報器を設置しなければならなかったこと”では「50歳代」

が75.5％で最も高くなっている。 

居住地域別にみると、いずれも「千里NT・万博・阪大地域」で最も高くなっている。 

世帯年収別にみると、いずれも「1,500万円以上」で最も高くなっている。 

ヒヤリ経験別にみると、いずれもヒヤリ経験が「ある」人のほうが高くなっている。 

 

  

81.8 

70.8 

14.7 

25.4 

3.5 

3.8 

①新築住宅には住宅用火災警報器
を設置しなければならないこと

②昔に建てられた住宅にも住宅用
火災警報器を設置しなければなら
なかったこと

(%)

0 20 40 60 80 100

知っていた 知らなかった

無回答
(n=1,197)



図表９－２ 住宅用火災警報器の設置義務の認知度（性別、年齢別、居住地域別、世帯年収

別、居住形態別、ヒヤリ経験別） 
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1,197 81.8 70.8

性別 女性 661 83.7 70.8

男性 528 79.9 71.2

年齢別 30歳未満 112 69.6 57.1

30歳代 166 83.1 69.9

40歳代 242 88.0 72.3

50歳代 184 84.8 75.5

60歳代 231 84.0 74.0

70歳以上 250 76.8 70.4

居住 ＪＲ以南地域 110 79.1 65.5

地域別 片山・岸部地域 182 79.7 71.4

豊津・江坂・南吹田地域 190 80.5 70.5

千里山・佐井寺地域 201 80.6 65.7

山田・千里丘地域 272 83.8 73.5

千里NT・万博・阪大地域 231 84.8 74.0

世帯 250万円未満 152 82.2 75.7

年収別 250～500万円未満 271 80.4 74.5

500～750万円未満 234 85.5 73.9

750～1,000万円未満 144 84.7 70.1

1,000～1,500万円未満 115 83.5 68.7

1,500万円以上 32 96.9 84.4

わからない 120 75.0 53.3

居住 持ち家（一戸建て） 359 84.1 68.0

形態別 持ち家（マンション） 429 85.5 73.4

民間賃貸（一戸建て） 14 85.7 64.3

民間賃貸（マンション） 225 76.0 71.1

公団・公社（賃貸） 57 78.9 70.2

府営・市営（賃貸） 62 77.4 71.0

社宅・寮 19 78.9 84.2

その他 8 75.0 87.5

ヒヤリ ある 319 87.8 76.8

経験別 ない 867 80.4 69.2

全体



２．住宅用火災警報器設置義務の情報源について（問41） 

住宅用火災警報器の設置義務の情報源についてみると、「市報すいた」が最も多く

26.4％である。次いで、「テレビ（Ｊ：ＣＯＭ以外）・ラジオ番組」（22.7％）、「新聞」

（20.0％）の順であり、これらが20％を超えている。「市報すいた」、「消防署からの

防火訪問、パンフレット」は、過去の調査と比較して増加傾向にある。 

「知らなかった」は平成18年度45.0％、平成21年度27.0％、平成24年度9.2％で減

少傾向であったが、今回は10.5％と平成24年度よりやや高くなっている。 

なお、「その他」は「建築会社・建築士」「マンションの管理組合」「インターネッ

ト」やガス事業者名などが挙げられている。 

 

図表９－３ 住宅用火災警報器設置義務の情報源について（単純回答） 
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年齢別にみると、「30歳代」「40歳代」は「テレビ（Ｊ：ＣＯＭ以外）・ラジオ番組」

が最も多く、「50歳代」以上の年代では「市報すいた」が最も多くなっている。 

居住地域別にみると、「千里山・佐井寺地域」と「山田・千里丘地域」は「テレビ

（Ｊ：ＣＯＭ以外）・ラジオ番組」が最も多いが、それ以外の地域では「市報すいた」

が最も多くなっている。 

 

図表９－４ 住宅用火災警報器設置義務の情報源について（性別、年齢別、居住地域別、世

帯収入別、居住形態別、ヒヤリ経験別） 
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1,197 26.4 22.7 20.0 17.3 11.8 4.6 1.5 1.8 18.0 10.5 3.8

性別 女性 661 26.6 23.8 19.7 17.5 12.0 4.2 1.8 1.7 18.2 9.7 4.1

男性 528 26.1 21.6 20.5 17.0 11.7 4.9 0.9 1.9 18.0 11.7 3.0

年齢別 30歳未満 112 8.9 19.6 11.6 4.5 11.6 5.4 1.8 - 21.4 25.9 1.8

30歳代 166 19.9 24.7 12.7 7.8 9.0 4.2 1.8 0.6 24.7 13.3 2.4

40歳代 242 19.8 26.0 21.1 10.3 10.3 2.5 1.2 1.2 24.0 9.9 2.9

50歳代 184 23.9 21.7 21.2 19.6 9.8 3.3 1.6 1.6 20.7 11.4 3.3

60歳代 231 30.3 22.1 24.2 26.0 13.4 6.5 0.9 3.5 13.0 8.7 2.6

70歳以上 250 43.2 21.2 22.4 26.8 15.6 5.6 1.6 2.4 8.8 4.0 7.2

居住 ＪＲ以南地域 110 36.4 28.2 20.9 19.1 12.7 1.8 1.8 0.9 10.9 13.6 2.7

地域別 片山・岸部地域 182 26.4 20.9 20.9 8.8 17.0 4.4 1.6 1.1 20.3 9.3 3.8

豊津・江坂・南吹田地域 190 26.3 21.1 16.8 13.7 11.6 4.7 1.6 3.7 16.8 12.6 4.7

千里山・佐井寺地域 201 22.9 23.9 20.4 16.4 9.0 4.0 2.5 1.5 20.9 13.9 2.0

山田・千里丘地域 272 22.4 23.2 18.8 21.7 11.0 3.7 0.7 1.1 20.6 8.5 3.7

千里NT・万博・阪大地域 231 29.4 22.1 22.5 20.8 10.4 6.9 1.3 2.2 15.6 7.4 5.6

世帯 250万円未満 152 34.9 24.3 26.3 25.7 14.5 5.3 2.6 3.3 12.5 8.6 2.6

年収別 250～500万円未満 271 29.9 22.1 17.7 25.8 12.2 6.6 1.5 1.5 12.2 8.9 4.4

500～750万円未満 234 24.8 24.8 19.2 12.8 9.4 3.4 - 1.3 20.1 13.7 2.1

750～1,000万円未満 144 17.4 20.1 18.1 10.4 8.3 3.5 - - 28.5 9.0 4.2

1,000～1,500万円未満 115 18.3 21.7 22.6 11.3 13.0 3.5 0.9 0.9 21.7 13.0 3.5

1,500万円以上 32 28.1 15.6 31.3 15.6 25.0 9.4 3.1 3.1 37.5 - 3.1

わからない 120 23.3 24.2 15.0 12.5 12.5 1.7 2.5 1.7 19.2 15.0 2.5

居住 持ち家（一戸建て） 359 31.5 24.2 22.0 15.3 13.4 2.2 1.7 1.1 19.5 8.9 3.3

形態別 持ち家（マンション） 429 22.6 21.4 21.0 21.9 11.2 4.0 0.2 1.4 17.9 9.3 3.5

民間賃貸（一戸建て） 14 28.6 21.4 35.7 14.3 7.1 7.1 - - 7.1 7.1 7.1

民間賃貸（マンション） 225 18.7 24.9 15.1 4.4 11.6 6.2 3.6 2.7 20.9 17.8 3.6

公団・公社（賃貸） 57 35.1 17.5 19.3 26.3 8.8 10.5 1.8 8.8 14.0 7.0 3.5

府営・市営（賃貸） 62 41.9 22.6 14.5 41.9 9.7 8.1 1.6 - 6.5 6.5 4.8

社宅・寮 19 21.1 15.8 15.8 5.3 21.1 - - - 36.8 15.8 - 

その他 8 37.5 37.5 - 12.5 25.0 12.5 - - - 12.5 - 

ヒヤリ ある 319 25.4 21.3 19.4 21.3 13.8 5.6 0.9 2.2 20.1 8.2 2.2

経験別 ない 867 27.0 23.4 20.4 16.0 11.1 4.3 1.7 1.6 17.5 11.5 3.6

全体



３．住宅用火災警報器の設置状況（問42） 

住宅用火災警報器の設置の有無についてみると、「設置している」が78.7％であり、

８割近くを占めている。平成21年度調査の57.7％から21.0ポイント、平成24年度調査

の78.6％から0.1ポイント増加している。 

 

図表９－５ 住宅用火災警報器の設置状況（単純回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢別にみると、「設置している」は「30歳代」「40歳代」で８割台と高くなってい

る。 

居住地域別にみると、「設置している」は「千里NT・万博・阪大地域」が87.0％で

最も高く、「ＪＲ以南地域」が64.5％で最も低くなっている。 

世帯年収別にみると、「設置している」は「1,000～1,500万円未満」が86.1％で最

も高く、500万円以上の世帯で８割台となっている。 

ヒヤリ経験別にみると、ヒヤリ経験が「ない」（77.9％）人より「ある」（83.4％）

のほうが5.5ポイント高くなっている。 
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図表９－６ 住宅用火災警報器の設置状況（性別、年齢別、居住地域別、世帯収入別、居住

形態別、ヒヤリ経験別） 
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1,197 78.7 19.2 2.1

性別 女性 661 81.1 16.8 2.1

男性 528 76.1 22.2 1.7

年齢別 30歳未満 112 76.8 20.5 2.7

30歳代 166 86.1 13.9 - 

40歳代 242 84.3 14.9 0.8

50歳代 184 76.6 22.3 1.1

60歳代 231 76.6 22.1 1.3

70歳以上 250 73.6 21.2 5.2

居住 ＪＲ以南地域 110 64.5 33.6 1.8

地域別 片山・岸部地域 182 73.1 23.6 3.3

豊津・江坂・南吹田地域 190 74.2 24.7 1.1

千里山・佐井寺地域 201 78.1 20.4 1.5

山田・千里丘地域 272 84.6 13.6 1.8

千里NT・万博・阪大地域 231 87.0 10.4 2.6

世帯 250万円未満 152 78.9 19.1 2.0

年収別 250～500万円未満 271 76.8 22.1 1.1

500～750万円未満 234 80.3 19.7 - 

750～1,000万円未満 144 82.6 16.0 1.4

1,000～1,500万円未満 115 86.1 13.0 0.9

1,500万円以上 32 81.3 18.8 - 

わからない 120 77.5 18.3 4.2

居住 持ち家（一戸建て） 359 66.6 31.8 1.7

形態別 持ち家（マンション） 429 90.0 9.6 0.5

民間賃貸（一戸建て） 14 57.1 35.7 7.1

民間賃貸（マンション） 225 76.0 21.8 2.2

公団・公社（賃貸） 57 82.5 14.0 3.5

府営・市営（賃貸） 62 85.5 9.7 4.8

社宅・寮 19 89.5 10.5 - 

その他 8 87.5 12.5 - 

ヒヤリ ある 319 83.4 15.7 0.9

経験別 ない 867 77.9 20.6 1.5

全体



４．住宅用火災警報器の設置場所（問42-1） 

住宅用火災警報器を設置していると回答した人に設置場所についてたずねると、

「台所」が最も高く、67.7％である。次いで「寝室」が48.1％であり、「台所」「寝室」

「階段」のいずれも平成24年度調査より低下している。 

なお、「その他」は「すべての部屋」「居間・リビング」「子ども部屋」「押入れ」「ク

ローゼット」などが挙げられている。 

 

図表９－７ 住宅用火災警報器の設置場所（単純回答） 
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居住形態別にみると、「台所」は「民間賃貸（一戸建て）」と「民間賃貸（マンショ

ン）」で７割台と高くなっている。「公団・公社（賃貸）」と「府営・市営（賃貸）」で

は「寝室」が最も多くなっている。 

 

図表９－８ 住宅用火災警報器の設置場所（性別、年齢別、居住地域別、世帯収入別、居住

形態別、ヒヤリ経験別） 
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942 67.7 48.1 12.1 12.1 15.7

性別 女性 536 66.8 47.6 12.7 12.5 16.6

男性 402 68.7 49.0 11.2 11.7 14.7

年齢別 30歳未満 86 79.1 44.2 8.1 7.0 9.3

30歳代 143 78.3 50.3 10.5 16.8 9.1

40歳代 204 70.6 44.6 11.8 7.8 18.6

50歳代 141 63.1 44.0 10.6 12.1 22.7

60歳代 177 59.3 50.8 14.1 14.7 19.8

70歳以上 184 61.4 52.2 14.7 12.5 12.0

居住 ＪＲ以南地域 71 62.0 42.3 26.8 2.8 14.1

地域別 片山・岸部地域 133 65.4 45.1 15.8 13.5 16.5

豊津・江坂・南吹田地域 141 73.0 48.2 9.9 9.2 13.5

千里山・佐井寺地域 157 67.5 44.6 14.0 14.0 13.4

山田・千里丘地域 230 70.0 49.1 10.0 13.0 17.4

千里NT・万博・阪大地域 201 65.7 54.7 7.0 14.4 16.4

世帯 250万円未満 120 63.3 45.8 10.8 13.3 18.3

年収別 250～500万円未満 208 64.9 52.4 7.7 10.6 15.9

500～750万円未満 188 71.8 51.6 11.7 11.2 11.2

750～1,000万円未満 119 65.5 40.3 20.2 16.8 19.3

1,000～1,500万円未満 99 78.8 48.5 14.1 9.1 10.1

1,500万円以上 26 80.8 53.8 11.5 15.4 15.4

わからない 93 67.7 48.4 15.1 12.9 18.3

居住 持ち家（一戸建て） 239 67.8 46.4 33.1 6.3 15.1

形態別 持ち家（マンション） 386 69.9 47.9 4.1 16.8 17.4

民間賃貸（一戸建て） 8 75.0 37.5 50.0 - 12.5

民間賃貸（マンション） 171 74.3 42.7 5.3 9.4 12.3

公団・公社（賃貸） 47 53.2 55.3 4.3 10.6 17.0

府営・市営（賃貸） 53 45.3 71.7 1.9 13.2 13.2

社宅・寮 17 52.9 47.1 5.9 17.6 29.4

その他 7 57.1 42.9 14.3 14.3 28.6

ヒヤリ ある 266 69.9 46.2 15.8 9.8 16.2

経験別 ない 675 66.8 48.7 10.5 13.0 15.6

全体



５．住宅用火災警報器の購入先（問42-2） 

住宅用火災警報器の購入先については、「その他」を除くと、「ガス事業者」の23.2％、

「自治会で共同購入」の13.7％、「電気店」（8.3％）となっている。 

なお、「その他」には、「賃貸住宅なので最初から設置されていた」「生活協同組合」

などが挙げられている。 

 

図表９－９ 住宅用火災警報器の購入先（単純回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居住形態別にみると、「自治会で共同購入」は「府営・市営（賃貸）」が35.8％で最

も多く、「公団・公社（賃貸）」23.4％、「持ち家（マンション）」21.2％の順となって

いる。「持ち家（一戸建て）」（3.3％）、「民間賃貸（一戸建て）」（12.5％）、「民間賃貸

（マンション）」（4.1％）と比較して割合が高くなっている。 
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図表９－10 住宅用火災警報器の購入先（性別、年齢別、居住地域別、世帯収入別、居住形

態別、ヒヤリ経験別） 
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942 6.2 8.3 23.2 6.2 13.7 0.4 40.7 5.6

性別 女性 536 6.2 7.8 24.6 5.6 13.2 0.4 40.3 6.0

男性 402 6.2 8.7 21.1 7.0 14.4 0.5 41.3 5.2

年齢別 30歳未満 86 9.3 3.5 33.7 5.8 9.3 - 38.4 2.3

30歳代 143 7.7 4.2 23.1 4.9 4.9 - 49.7 7.0

40歳代 204 7.4 6.4 21.6 4.9 6.4 1.5 48.5 4.9

50歳代 141 2.8 5.7 23.4 6.4 12.8 - 44.0 9.2

60歳代 177 5.6 7.9 22.0 8.5 22.6 0.6 37.3 3.4

70歳以上 184 5.4 17.9 21.2 6.5 23.4 - 26.1 6.5

居住 ＪＲ以南地域 71 2.8 22.5 28.2 9.9 8.5 1.4 28.2 4.2

地域別 片山・岸部地域 133 5.3 11.3 25.6 6.8 11.3 1.5 41.4 2.3

豊津・江坂・南吹田地域 141 9.9 6.4 25.5 7.1 7.8 - 42.6 5.7

千里山・佐井寺地域 157 7.0 6.4 27.4 7.0 12.7 - 42.7 3.2

山田・千里丘地域 230 3.9 6.1 22.2 5.7 20.9 0.4 38.3 5.2

千里NT・万博・阪大地域 201 7.5 7.0 16.9 3.5 13.9 - 43.8 10.0

世帯 250万円未満 120 3.3 8.3 30.0 3.3 19.2 - 35.0 3.3

年収別 250～500万円未満 208 3.8 8.2 23.6 6.3 23.1 - 36.1 3.4

500～750万円未満 188 6.4 4.3 21.8 6.4 11.2 1.1 46.3 5.9

750～1,000万円未満 119 6.7 8.4 14.3 9.2 5.0 0.8 52.1 5.0

1,000～1,500万円未満 99 5.1 7.1 24.2 4.0 10.1 - 48.5 6.1

1,500万円以上 26 3.8 11.5 23.1 3.8 3.8 3.8 50.0 3.8

わからない 93 14.0 14.0 29.0 8.6 8.6 - 24.7 8.6

居住 持ち家（一戸建て） 239 5.0 23.8 28.0 11.7 3.3 1.3 25.9 4.6

形態別 持ち家（マンション） 386 8.8 2.8 18.7 5.2 21.2 0.3 42.2 5.2

民間賃貸（一戸建て） 8 - 12.5 37.5 25.0 12.5 - 50.0 - 

民間賃貸（マンション） 171 6.4 2.9 33.9 3.5 4.1 - 48.0 4.7

公団・公社（賃貸） 47 2.1 - 12.8 - 23.4 - 55.3 14.9

府営・市営（賃貸） 53 - - 13.2 - 35.8 - 43.4 7.5

社宅・寮 17 - 5.9 5.9 - - - 82.4 5.9

その他 7 - 28.6 28.6 14.3 - - 28.6 14.3

ヒヤリ ある 266 6.8 7.9 24.8 6.4 13.5 0.8 40.2 4.9

経験別 ない 675 5.9 8.4 22.5 6.1 13.8 0.3 40.9 5.9

全体



６．住宅用火災警報器を設置していない理由（問42-3） 

住宅用火災警報器を設置していないと回答した人に設置していない理由について

たずねると、「集合住宅で自動火災報知設備が設置されているから」が26.5％であり、

平成21年度調査（14.6％）、平成24年度調査（13.5％）より１割以上増加している。

次いで「設置義務化を知らなかった」が26.1％であり、平成21年度調査（32.6％）よ

り減少しているが、平成24年度調査（18.5％）より増加している。 

なお、「その他」には、「購入したが、まだ設置していない」「面倒」などが挙げら

れている。 

 

図表９－11 住宅用火災警報器を設置していない理由（単純回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢別にみると、「設置義務化を知らなかった」は「30歳未満」が34.8％で最も高

く、「自分の持家でないから」は「30歳代」（43.5％）、「住宅用火災警報器がどこで購

入できるかわからないから」は「50歳代」（26.8％）で最も高くなっている。 

居住地域別にみると、「設置義務化を知らなかった」は「ＪＲ以南地域」が40.5％

で最も高くなっている。 
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居住形態別にみると、「設置義務化を知らなかった」は「持ち家（一戸建て）」が36.8％

で最も高くなっている。 

 

図表９－12 住宅用火災警報器を設置していない理由（性別、年齢別、居住地域別、世帯収

入別、居住形態別、ヒヤリ経験別） 
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230 26.1 26.5 17.4 13.0 14.3 12.6 6.1 10.0 3.0

性別 女性 111 24.3 27.9 16.2 12.6 14.4 16.2 3.6 11.7 1.8

男性 117 26.5 25.6 18.8 12.8 13.7 9.4 8.5 8.5 4.3

年齢別 30歳未満 23 34.8 8.7 30.4 13.0 8.7 13.0 4.3 4.3 4.3

30歳代 23 17.4 39.1 43.5 8.7 13.0 8.7 4.3 - 4.3

40歳代 36 25.0 36.1 8.3 8.3 5.6 5.6 5.6 13.9 2.8

50歳代 41 22.0 19.5 19.5 22.0 26.8 19.5 2.4 7.3 2.4

60歳代 51 27.5 43.1 9.8 13.7 9.8 9.8 7.8 9.8 - 

70歳以上 53 26.4 13.2 13.2 7.5 15.1 15.1 9.4 15.1 5.7

居住 ＪＲ以南地域 37 40.5 8.1 13.5 24.3 16.2 21.6 5.4 10.8 2.7

地域別 片山・岸部地域 43 34.9 16.3 20.9 11.6 23.3 11.6 4.7 7.0 2.3

豊津・江坂・南吹田地域 47 21.3 29.8 25.5 8.5 10.6 6.4 8.5 12.8 2.1

千里山・佐井寺地域 41 14.6 29.3 24.4 14.6 9.8 14.6 4.9 12.2 4.9

山田・千里丘地域 37 16.2 35.1 5.4 13.5 10.8 16.2 8.1 13.5 2.7

千里NT・万博・阪大地域 24 29.2 50.0 8.3 4.2 12.5 4.2 4.2 - 4.2

世帯 250万円未満 29 24.1 24.1 10.3 20.7 17.2 13.8 10.3 13.8 - 

年収別 250～500万円未満 60 30.0 35.0 20.0 6.7 10.0 11.7 1.7 6.7 1.7

500～750万円未満 46 28.3 21.7 19.6 10.9 15.2 8.7 6.5 15.2 4.3

750～1,000万円未満 23 21.7 30.4 4.3 4.3 8.7 17.4 13.0 8.7 4.3

1,000～1,500万円未満 15 40.0 20.0 6.7 13.3 13.3 13.3 - 13.3 6.7

1,500万円以上 6 16.7 33.3 16.7 16.7 16.7 33.3 - - - 

わからない 22 13.6 18.2 22.7 27.3 13.6 22.7 - 4.5 9.1

居住 持ち家（一戸建て） 114 36.8 - 3.5 19.3 19.3 21.1 8.8 14.9 4.4

形態別 持ち家（マンション） 41 9.8 78.0 - 4.9 9.8 9.8 - 7.3 - 

民間賃貸（一戸建て） 5 20.0 - 60.0 - - 20.0 - - - 

民間賃貸（マンション） 49 14.3 36.7 59.2 10.2 4.1 - 8.2 2.0 4.1

公団・公社（賃貸） 8 12.5 100.0 37.5 - - - - - - 

府営・市営（賃貸） 6 16.7 50.0 - - 33.3 - - - - 

社宅・寮 2 - - 50.0 - - - - 50.0 - 

その他 1 - - - - - - - 100.0 - 

ヒヤリ ある 50 22.0 20.0 18.0 10.0 14.0 18.0 4.0 16.0 2.0

経験別 ない 179 27.4 27.9 17.3 14.0 14.5 11.2 6.7 8.4 3.4

全体



７．火事につながりそうな「ヒヤリ」とした経験の有無（問43） 

火事につながりそうな「ヒヤリ」とした経験が「ある」は26.6％、「ない」が72.4％

となっている。 

「ある」は平成21年度調査（37.4％）より減少しているが、平成24年度調査（17.9％）

より増加している。 

 

図表９－13 火事につながりそうな「ヒヤリ」とした経験の有無（単純回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性別にみると、「ある」は男性（24.6％）より女性（28.4％）のほうが3.8ポイント

高くなっている。 

年齢別にみると、「ある」は「40歳代」が39.3％で最も高くなっている。 

居住地域別にみると、「ある」は「豊津・江坂・南吹田地域」が30.0％で最も高く

なっている。 

世帯年収別にみると、年収が多くなるほど「ある」の割合は高くなっている。 

居住形態別にみると、「ある」は「民間賃貸（一戸建て）」が35.7％で最も高くなっ

ている。 
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図表９－14 火事につながりそうな「ヒヤリ」とした経験の有無（性別、年齢別、居住地域

別、世帯収入別、居住形態別、ヒヤリ経験別） 

 

 

 

 

  

（％）

件数

あ
る
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無
回
答

1,197 26.6 72.4 0.9

性別 女性 661 28.4 70.8 0.8

男性 528 24.6 74.6 0.8

年齢別 30歳未満 112 21.4 78.6 - 

30歳代 166 21.1 78.9 - 

40歳代 242 39.3 60.3 0.4

50歳代 184 26.1 73.9 - 

60歳代 231 26.0 72.7 1.3

70歳以上 250 22.0 76.0 2.0

居住 ＪＲ以南地域 110 18.2 80.0 1.8

地域別 片山・岸部地域 182 25.8 72.0 2.2

豊津・江坂・南吹田地域 190 30.0 68.9 1.1

千里山・佐井寺地域 201 26.4 73.1 0.5

山田・千里丘地域 272 29.0 71.0 - 

千里NT・万博・阪大地域 231 25.5 73.6 0.9

世帯 250万円未満 152 20.4 79.6 - 

年収別 250～500万円未満 271 26.6 72.3 1.1

500～750万円未満 234 25.6 74.4 - 

750～1,000万円未満 144 30.6 69.4 - 

1,000～1,500万円未満 115 34.8 65.2 - 

1,500万円以上 32 37.5 62.5 - 

わからない 120 24.2 75.0 0.8

居住 持ち家（一戸建て） 359 28.4 71.0 0.6

形態別 持ち家（マンション） 429 26.8 73.0 0.2

民間賃貸（一戸建て） 14 35.7 64.3 - 

民間賃貸（マンション） 225 24.4 75.1 0.4

公団・公社（賃貸） 57 22.8 75.4 1.8

府営・市営（賃貸） 62 29.0 69.4 1.6

社宅・寮 19 26.3 73.7 - 

その他 8 25.0 75.0 - 

全体



８．住宅用火災警報器の定期点検の認知度（問44） 

住宅用火災警報器の定期点検の認知度については、「知っていた」が65.5％に対し、

「知らなかった」が33.2％となっている。 

 

図表９－15 住宅用火災警報器の定期点検の認知度（単純回答） 

 

 

 

 

 

年齢別にみると、「知っていた」は「40歳代」が73.1％で最も高くなっている。 

居住地域別にみると、「知っていた」は「山田・千里丘地域」と「千里NT・万博・

阪大地域」でともに71.0％と高く、「知らなかった」は「ＪＲ以南地域」が51.8％で

最も高くなっている。 

居住形態別にみると、「知っていた」は「持ち家（マンション）」が82.8％で最も高

く、「知らなかった」は「民間賃貸（一戸建て）」が57.1％で最も高くなっている。 

 

図表９－16 住宅用火災警報器の定期点検の認知度（性別、年齢別、居住地域別、居住形態別） 
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1,197 65.5 33.2 1.3

性別 女性 661 65.1 34.0 0.9

男性 528 66.5 32.2 1.3

年齢別 30歳未満 112 63.4 36.6 - 

30歳代 166 65.7 34.3 - 

40歳代 242 73.1 26.4 0.4

50歳代 184 65.8 33.7 0.5

60歳代 231 61.9 35.9 2.2

70歳以上 250 63.2 34.8 2.0

居住 ＪＲ以南地域 110 47.3 51.8 0.9

地域別 片山・岸部地域 182 61.5 36.3 2.2

豊津・江坂・南吹田地域 190 64.2 34.7 1.1

千里山・佐井寺地域 201 68.2 29.9 2.0

山田・千里丘地域 272 71.0 28.7 0.4

千里NT・万博・阪大地域 231 71.0 27.7 1.3

居住 持ち家（一戸建て） 359 47.1 52.1 0.8

形態別 持ち家（マンション） 429 82.8 16.8 0.5

民間賃貸（一戸建て） 14 42.9 57.1 - 

民間賃貸（マンション） 225 70.2 29.3 0.4

公団・公社（賃貸） 57 64.9 31.6 3.5

府営・市営（賃貸） 62 50.0 46.8 3.2

社宅・寮 19 63.2 36.8 - 

その他 8 50.0 50.0 - 

全体



９．最近半年以内の住宅用火災警報器の作動確認の有無（問45） 

最近半年以内の住宅用火災警報器の作動確認について、「実施した」が37.5％に対

し、「実施していない」が53.5％となっている。 

 

図表９－17 最近半年以内の住宅用火災警報器の作動確認の有無（単純回答） 

 

 

 

 

 

 

年齢別にみると、「実施した」は、「30歳代」「40歳代」が４割台と高くなっている。 

居住形態別にみると、「実施した」は「持ち家（マンション）」が62.5％で最も高く

なっている。 

 

図表９－18 最近半年以内の住宅用火災警報器の作動確認の有無（年齢別、居住地域別、居

住形態別、ヒヤリ経験別） 
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1,197 37.5 53.5 9.0

年齢別 30歳未満 112 34.8 62.5 2.7

30歳代 166 43.4 52.4 4.2

40歳代 242 44.2 51.7 4.1

50歳代 184 35.3 56.0 8.7

60歳代 231 35.5 51.5 13.0

70歳以上 250 31.6 52.4 16.0

居住 ＪＲ以南地域 110 19.1 66.4 14.5

地域別 片山・岸部地域 182 32.4 54.9 12.6

豊津・江坂・南吹田地域 190 38.9 51.1 10.0

千里山・佐井寺地域 201 33.8 57.2 9.0

山田・千里丘地域 272 43.0 50.0 7.0

千里NT・万博・阪大地域 231 45.9 48.5 5.6

居住 持ち家（一戸建て） 359 17.8 68.5 13.6

形態別 持ち家（マンション） 429 62.5 32.6 4.9

民間賃貸（一戸建て） 14 - 100.0 - 

民間賃貸（マンション） 225 33.3 57.8 8.9

公団・公社（賃貸） 57 31.6 61.4 7.0

府営・市営（賃貸） 62 12.9 77.4 9.7

社宅・寮 19 31.6 57.9 10.5

その他 8 37.5 62.5 - 

ヒヤリ ある 319 41.7 52.7 5.6

経験別 ない 867 36.3 54.3 9.3

全体



10．住宅用火災警報器の作動確認の結果（問45-1） 

住宅用火災警報器の作動確認を実施したと回答した人に、その結果をたずねると、

「異常なし」が97.6％を占めており、「電池切れ、故障」は1.6％となっている。 

 

図表９－19 住宅用火災警報器の作動確認の結果（単純回答） 
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